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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第３四半期
累計期間

第22期
第３四半期
累計期間

第21期
第３四半期
会計期間

第22期
第３四半期
会計期間

第21期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,702,9101,753,331667,923739,8632,673,326

経常利益又は経常損失（△）（千円） △163,367△214,247△11,099 △963 20,576

四半期純利益又は四半期（当期）純損

失（△）（千円）
△185,235△223,478△31,867 12,552△148,038

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 1,182,6041,182,6041,182,604

発行済株式総数（株） － － 156,800156,800156,800

純資産額（千円） － － 1,366,3241,180,7891,411,233

総資産額（千円） － － 2,749,2712,773,3552,893,471

１株当たり純資産額（円） － － 8,807.297,608.059,099.29

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）

△1,204.39△1,453.04△207.20 81.61 △962.54

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － 49.3 42.2 48.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△12,190 △8,549 － － △85,013

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△132,709△55,104 － － △144,529

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
70,466 108,401 － － 171,386

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ － 895,599947,856910,817

従業員数（人） － － 111 106 114

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第21期第３四半期累計期間、第22期第３四

半期累計期間、第21期第３四半期会計期間および第21期は潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当

期）純損失であるため記載しておりません。また、第22期第３四半期会計期間については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人）  106

（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

当社は単一事業であるため、仕入、受注及び販売の状況については事業部門ごとに記載しております。

(1）仕入実績

当第３四半期会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

通信事業者／サービスプロバイダ部門（千円） 4,394 △92.5

エンタープライズ部門（千円） 251,137 18.1

合計 255,532 △5.7

（注）１．第１四半期会計期間より事業部門の区分を変更しております。前四半期会計期間において「インテグレー

ション事業」に区分しておりました事業部門は「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エン

タープライズ部門」にそれぞれ含まれております。また、前四半期会計期間において区分されておりました

「プロダクトセールス事業（通信事業者／サービスプロバイダ部門）」および「プロダクトセールス事業

（エンタープライズ部門）」は、「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エンタープライズ部

門」にそれぞれ変更されております。なお、前年同四半期比較にあたっては前四半期会計期間分を変更後の

区分に組み替えて行っております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

当第３四半期会計期間の受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高
前年同四半期比
（％）

受注残高
前年同四半期比
（％）

通信事業者／サービスプロバイダ部門（千円） 56,089 △47.1 17,273 △74.0

エンタープライズ部門（千円） 286,307 △16.4 89,888 46.2

合計 342,396 △23.6 107,162 △16.3

（注）１．第１四半期会計期間より事業部門の区分を変更しております。前四半期会計期間において「インテグレー

ション事業」に区分しておりました事業部門は「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エン

タープライズ部門」にそれぞれ含まれております。また、前四半期会計期間において区分されておりました

「プロダクトセールス事業（通信事業者／サービスプロバイダ部門）」および「プロダクトセールス事業

（エンタープライズ部門）」は、「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エンタープライズ部

門」にそれぞれ変更されております。なお、前年同四半期比較にあたっては前四半期会計期間分を変更後の

区分に組み替えて行っております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

当第３四半期会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

通信事業者／サービスプロバイダ部門（千円） 81,196 14.4

エンタープライズ部門（千円） 394,065 14.5

保守サービス部門（千円） 264,602 4.6

合計 739,863 10.8

（注）１．前第３四半期会計期間および当第３四半期会計期間の主要な販売先別販売実績および当該販売実績の総販

売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

野村ホールディングス株式会社 － － 143,029 19.3

株式会社東芝 234,994 35.2 － －

２．第１四半期会計期間より事業部門の区分を変更しております。前四半期会計期間において「インテグレー

ション事業」に区分しておりました事業部門は「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エン

タープライズ部門」にそれぞれ含まれております。また、前四半期会計期間において区分されておりました

「プロダクトセールス事業（通信事業者／サービスプロバイダ部門）」および「プロダクトセールス事業

（エンタープライズ部門）」は、「通信事業者／サービスプロバイダ部門」および「エンタープライズ部

門」にそれぞれ変更されております。前四半期会計期間において「サポート＆サービス事業」に区分してい

た事業部門は、第１四半期会計期間より「保守サービス部門」と名称を変更しておりますが、内容等に変更

はありません。なお、前年同四半期比較にあたっては前四半期会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っ

ております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした海外における経済の回復や、国内経済対策

の効果などを背景に、緩やかに回復しつつあるものの、改善の動きに一服感が見られました。ただ、世界経済の減

速懸念は払拭されず、国内株価の低迷や円高の進行の影響により、依然として景気に対する不透明感が続いてお

ります。

このような経営環境の中、今年度は当社にとって、事業構造の改革を推進する新３ヵ年中期経営計画の最終年

度「ブレークスルー」にあたります。社員一人ひとりが顧客の視点に立ち、顧客に新たな価値を提案する営業活

動を推し進めることで、売上高の拡大に努めてまいりました。

当第３四半期会計期間における売上高は739百万円（前年同期比10.8％増）となりました。損益面につきまし

ては、営業利益は８百万円（前年同期は９百万円の損失）、経常損失は０百万円（前年同期は11百万円の損失）

となりました。また、第２四半期会計期間に計上した投資有価証券評価損の戻入益14百万円を特別利益に計上し

た結果、四半期純利益は12百万円（前年同期は31百万円の損失）となりました。

当第３四半期会計期間の事業部門別の概要は、以下の通りであります。

（通信事業者／サービスプロバイダ部門）

当部門におきましては、スマートフォンの普及によるYouTubeなどの動画コンテンツ利用者の需要拡大による

インターネット上のトラヒックが増加し、インフラ設備投資や、サービス品質の維持などの課題解決に「体感品

質（QoE：Quality of Experience）」をテーマに当社主催セミナーの参加者（通信事業者およびインターネッ

ト接続事業者）へのフォローアップ営業活動の強化に注力してまいりました。

これにより、海外通信事業者の次世代移動体通信サービス（Femtocell）構築プロジェクトの継続案件や、地域

WiMAX構築の継続案件でのAAA認証サーバ商品およびカスタマイズド・ネットワーク・サービスの受注を獲得し
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ました。その他、肥大化するネットワークトラヒックの監視強化に向け、アプリケーションパフォーマンスマネジ

メント商品を採用したネットワーク監視システムの継続案件や、新規案件を獲得するなど、当社の強みである認

証技術の領域などで、着実に実績を積み上げております。

しかしながら、国内移動体通信事業者に向けた認証システムのカスタマイズド・ネットワーク・サービス案件

では、プロジェクト案件が高額であり、また、商談から受注、納品・検収までの期間が長期化するなど、当部門の売

上に貢献するまでには至りませんでした。

その結果、売上高は81百万円（前年同期70百万円、前年同期比14.4％増）となりました。

（エンタープライズ部門）

当部門におきましては、今事業年度の重点分野である金融業界向けネットワークサービスマネジメント構築案

件の受注拡大や、製造業を中心とする一般企業向けに、コスト削減対策や、戦略的なIT設備投資などの提案活動に

注力してまいりました。これにより、外資系証券会社や保険会社などのアプリケーションパフォーマンスマネジ

メント商品を採用したネットワークサービスマネジメント構築案件をはじめ、製造業を中心とする一般企業で

は、ビデオ会議システム構築の継続案件や、IPアドレスマネジメント商品および不正侵入防御セキュリティ商品

を採用したネットワーク構築案件などの受注は、引き続き堅調に推移しました。また、大手製造メーカ関連会社の

本社移転に伴うネットワーク構築案件の受注を獲得したほか、日本ユニシスが運営するデータセンタの帯域管理

に採用されたAnagran社フロー公平制御商品が稼働を開始するなど、当部門の受注、売上は順調に推移しました。

その結果、売上高は394百万円（前年同期344百万円、前年同期比14.5％増）となりました。

（保守サービス部門）

当部門では、保守業務の一部内製化により、業務委託費の削減および作業の効率化を図ってまいりました。これ

により、既存顧客の保守契約更新率の向上を図るとともに、新規保守契約も若干増加し、当部門の売上は前年同期

と比べて僅かながら上回りました。

その結果、売上高は264百万円（前年同期252百万円、前年同期比4.6％増）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に

比べ127百万円減少し947百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、88百万円（前年同四半期は80百万円の支出）であります。これは税引前四半

期純利益13百万円を計上し、売上債権が119百万円増加、仕入債務が34百万円増加したこと等があったためであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、42百万円（前年同四半期は112百万円の支出）であります。これは定期預金の

預入（純額）10百万円、無形固定資産の取得29百万円等があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、４百万円（前年同四半期は５百万円の支出）であります。これは短期借入金

の借入れ８百万円等があったためであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社テリロジー(E02970)

四半期報告書

 6/24



第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 216,960

計 216,960

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 156,800 156,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は、単元株制

度は採用してお

りません。

計 156,800 156,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月23日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 586

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 586

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　45,600　(注）１

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月１日

至　平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

45,600

22,800

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において当社

の従業員の地位を有していることを要する。ただし、定年退

職、その他当社取締役会決議において正当な理由があると

認めた場合はこの限りではない。

③本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認

めない。

④その他の権利行使の条件については、平成18年６月23日

開催の当社定時株主総会決議及び平成19年６月５日開催の

取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については取締役会の決議

による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
 1

分割・併合の比率

　また、割当日後に時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

　　既発行株式数＋新規発行株式数
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　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、

その他これらに準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額の調整を行います。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以

下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付す

る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を

勘案の上調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である

再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8)　新株予約権の取得条項

当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議

案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会

で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議）は、取締役会が別途定める日

に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 156,800 － 1,182,604 － －

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    3,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  153,800 153,800 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 156,800 ― ―

総株主の議決権 ― 153,800 ―

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名また
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％)

株式会社テリロジー
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号
3,000 ― 3,000 1.91

計 ― 3,000 ― 3,000 1.91

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 19,30014,80013,70010,9709,280 9,300 8,960 8,660 9,300

最低（円） 7,900 9,240 9,240 8,620 6,800 6,810 6,800 6,800 7,700

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,515,895 1,464,061

受取手形及び売掛金 460,579 785,995

商品 77,080 22,625

仕掛品 12,653 2,578

前渡金 273,512 224,512

その他 41,847 34,006

貸倒引当金 △1,679 △2,257

流動資産合計 2,379,889 2,531,521

固定資産

有形固定資産 ※
 83,296

※
 84,699

無形固定資産 58,161 25,796

投資その他の資産 252,008 251,453

固定資産合計 393,466 361,949

資産合計 2,773,355 2,893,471

負債の部

流動負債

買掛金 157,381 340,918

短期借入金 800,200 680,200

未払法人税等 6,592 6,862

賞与引当金 25,233 19,107

前受金 479,359 350,153

その他 74,034 58,597

流動負債合計 1,542,802 1,455,837

固定負債

資産除去債務 10,066 －

その他 39,696 26,399

固定負債合計 49,763 26,399

負債合計 1,592,565 1,482,237

純資産の部

株主資本

資本金 1,182,604 1,182,604

資本剰余金 630,370 630,370

利益剰余金 △354,845 △131,367

自己株式 △280,637 △280,637

株主資本合計 1,177,491 1,400,969

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,373 △1,499

評価・換算差額等合計 △7,373 △1,499

新株予約権 10,671 11,763

純資産合計 1,180,789 1,411,233

負債純資産合計 2,773,355 2,893,471
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,702,910 1,753,331

売上原価 1,142,660 1,265,465

売上総利益 560,250 487,866

販売費及び一般管理費 ※
 735,313

※
 687,313

営業損失（△） △175,063 △199,447

営業外収益

受取利息 1,332 419

受取配当金 1,932 1,790

為替差益 11,793 －

受取保険金 2,360 －

助成金収入 － 4,591

その他 1,045 802

営業外収益合計 18,462 7,604

営業外費用

支払利息 6,767 9,542

為替差損 － 12,822

その他 － 39

営業外費用合計 6,767 22,404

経常損失（△） △163,367 △214,247

特別利益

固定資産売却益 1,122 －

貸倒引当金戻入額 401 577

新株予約権戻入益 400 1,092

特別利益合計 1,924 1,670

特別損失

投資有価証券評価損 20,957 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,959

特別損失合計 20,957 6,959

税引前四半期純損失（△） △182,400 △219,536

法人税、住民税及び事業税 2,835 2,835

法人税等調整額 － 1,106

法人税等合計 2,835 3,941

四半期純損失（△） △185,235 △223,478
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 667,923 739,863

売上原価 444,943 534,660

売上総利益 222,980 205,202

販売費及び一般管理費 ※
 232,167

※
 196,672

営業利益又は営業損失（△） △9,187 8,530

営業外収益

受取利息 369 104

為替差益 205 －

助成金収入 － 4,591

その他 41 43

営業外収益合計 615 4,739

営業外費用

支払利息 2,528 3,408

為替差損 － 10,818

その他 － 6

営業外費用合計 2,528 14,233

経常損失（△） △11,099 △963

特別利益

固定資産売却益 1,122 －

投資有価証券評価損戻入益 － 14,655

貸倒引当金戻入額 △187 △647

新株予約権戻入益 200 400

特別利益合計 1,135 14,408

特別損失

投資有価証券評価損 20,957 －

特別損失合計 20,957 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △30,922 13,444

法人税、住民税及び事業税 945 945

法人税等調整額 － △52

法人税等合計 945 892

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31,867 12,552
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △182,400 △219,536

減価償却費 29,828 35,840

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,529 6,126

貸倒引当金の増減額（△は減少） △401 △577

受取利息及び受取配当金 △3,264 △2,209

支払利息 6,767 9,542

売上債権の増減額（△は増加） 125,271 325,415

たな卸資産の増減額（△は増加） 47,880 △67,322

仕入債務の増減額（△は減少） △249 △183,536

その他 △19,619 97,790

小計 △5,718 1,531

利息及び配当金の受取額 3,561 2,569

利息の支払額 △6,642 △9,400

法人税等の支払額 △3,780 △3,780

法人税等の還付額 388 528

営業活動によるキャッシュ・フロー △12,190 △8,549

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △340,898 △392,729

定期預金の払戻による収入 227,894 377,934

有形固定資産の取得による支出 △12,552 △4,650

有形固定資産の売却による収入 5,924 －

無形固定資産の取得による支出 △7,929 △30,096

投資有価証券の取得による支出 △2,907 △182

その他 △2,241 △5,379

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,709 △55,104

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 77,000 120,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △6,533 △11,598

財務活動によるキャッシュ・フロー 70,466 108,401

現金及び現金同等物に係る換算差額 △420 △7,707

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △74,855 37,039

現金及び現金同等物の期首残高 970,454 910,817

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 895,599

※
 947,856
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事

項の変更

資産除去債務に関する会計基準等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期累計期間の営業損失及び経常損失はそれぞれ389千円増

加し、税引前四半期純損失が7,348千円増加しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は10,066千円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、129,537千円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、98,154千円でありま

す。

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 249,505千円

賞与引当金繰入額 18,801 

給与手当 221,045千円

賞与引当金繰入額 14,224 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 86,484千円

賞与引当金繰入額 △9,737 

役員賞与引当金繰入額 △15,000 

給与手当 67,425千円

賞与引当金繰入額 △7,260 

　      

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 （千円）

現金及び預金勘定 1,443,470

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △547,871

現金及び現金同等物 895,599

 

 （千円）

現金及び預金勘定 1,515,895

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △568,038

現金及び現金同等物 947,856

 

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 156,800株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,000株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高 10,671千円

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

該当事項はありません。

（有価証券関係）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、情報通信機器販売並びにソフトウェア開発およびネットワーク構築から、納入したネットワークおよ

び付帯機器の保守サービスに至るITソリューション・サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 7,608.05円 １株当たり純資産額 9,099.29円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,204.39円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1,453.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

（注）１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △185,235 △223,478

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △185,235 △223,478

期中平均株式数（株） 153,800 153,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △207.20円 １株当たり四半期純利益金額 81.61円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △31,867 12,552

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△31,867 12,552

期中平均株式数（株） 153,800 153,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社テリロジー(E02970)

四半期報告書

21/24



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月９日

株式会社テリロジー

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　宣昭　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　毅章　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テリロ

ジーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第21期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テリロジーの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月９日

株式会社テリロジー

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　宣昭　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　信一　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　毅章　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テリロ

ジーの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第22期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テリロジーの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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